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※下記の内容は、2016年 10月 1日現在施行されている法律に基づいています。 

1. 試用期間満了時の本採用拒否の有効性の判断基準 

 別の設問で説明したとおり、試用期間といえどもすでに雇用契約の効力は発生しているのであり、

試用期間満了時に本採用を拒否することは、解雇に当たる。したがって、試用期間満了時の本採用拒

否についても、客観的で合理的な理由が存し、社会通念上相当として是認できるものでない場合には、

権利を濫用したものとして無効となる（労働契約法 16 条）。 

 

2. 試用期間中の本採用拒否の可否 

 ところで、試用期間は、その満了を待たなければ本採用拒否の意思を表示し得ないというものでは

ないから、試用期間中に本採用拒否の意思表示をすることも可能である。無論、その場合の本採用拒

否の有効性についても、試用期間満了時における本採用拒否と同様の基準により判断されることにな

るから、客観的で合理的な理由が存し、社会通念上相当として是認できるものでない場合には、権利

を濫用したものとして無効となる（労働契約法 16条）。 

 試用期間途中の解雇の効力が争われた事件として、日本基礎技術事件（大阪高裁 平 24.2.10 判決）が

挙げられる。本件は、6カ月の試用期間を 4カ月弱経過したところで解雇したというものであるが、

裁判所は、試用期間中の解雇については、通常の解雇よりも広い範囲における解雇の自由が認められ

てしかるべきであるとの立場を示した上で、本件については、繰り返し行われた指導による改善の程

度が期待を下回るというだけでなく、研修に臨む姿勢についても疑問を抱かせるものであり、今後指

導を継続しても、能力を飛躍的に向上させ技術社員として必要な程度の能力を身につける見込みも立

たなかったと評価されてもやむを得ない状態であったことなどから、解雇権の濫用があったとは認め

られないと判断した。 

 もっとも、試用期間中の本採用拒否については、試用期間満了時まで待っても本採用に値するレベ

ルに達しないといえるかどうかという点が問題とされるケースがある。例えば、ニュース証券事件（東

京地裁 平 21.1.30 判決）では、6カ月の試用期間が設定されていた事案において、「わずか 3 か月強の

期間の手数料収入のみをもって原告の資質、性格、能力等が被告の従業員としての適格性を有しないとは

到底認めることはできず、本件解雇（留保解約権の行使）は、客観的に合理的な理由がなく社会通念上相

当として是認することができない」とされ、医療法人財団健和会事件（東京地裁 平 21.10.15 判決）では、

初歩的な事務ミスを繰り返す中途採用者の試用期間中の本採用拒否につき、改善傾向がみられていた

ことなどを指摘した上で、「試用期間満了まで 20 日間程度を残す同年 4 月 10 日の時点において、事務

能力の欠如により常勤事務としての適性に欠けると判断して本件解雇をしたことは、解雇すべき時期の選

択を誤ったものというべく、試用期間中の本採用拒否としては、客観的に合理的理由を有し社会通念上相

当であるとまでは認められず、無効というべきである」と判断されている（なお、ニュース証券事件の控訴

審判決〔東京高裁 平 21.9.15 判決〕は、試用期間満了前の解雇については、試用期間満了時の解雇に比

べ、「より一層高度の合理性と相当性が求められる」として、前者は後者よりも厳格な基準により判断

されるべきであるかのような判示をしているが、かかる考え方は試用期間の意義を実質的に減殺する

ものであって疑問である）。 

 それゆえ、実務的には、試用期間満了時まで待ったとすれば、改善の見込みがあるのかという点も、

一応吟味しておく必要があるであろう。 
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